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I税理士制度
〇税理士制度とは
税理士が①納税義務者を援助することを通じ②納税義務を適正に実現し③申告

納税制度の円滑、適正な運営に資することを期待して設けられている制度て・す。

〇税理士の使命（法第 1条）

＼ 

① 税務に関する専門家として
② 独立した公正な立場において
③ 申告納税制度の理念にそって
④納税義務者の信頼にこたえる

ヽ

ノ

納税義務の
適正な実現を図ることを ，i 

使命とする 良
ti 

〇税理士とは
【税理士となる資格を有する者】
イ 税理士試験に合格した者

ロ 試験科目の全部について免除された者
ハ弁護士・公認会計士
【税理士登録】

原則として税理士名簿に登録されて初めて税理士となり、税理士業務を
行うことがて｀きます。したがって、税理士となる資格を有していても登録
を行わなければ税理士業務を行うことはて‘きません。



〇税理士会とは
【税理士会の組織】
税理士会は、税理士法て定められた
特別法人てす。
税理士は、税理士登録と同時に税理士会
の会員になります。

東京税理士会

東京地方税理士会
日本税理士会連合会

千葉県税理士会

他局 (1 2 会）

【税理士会】

原則・・ 1つの国税局に1つの税理士会

48 支部

20 支部

1 4 支部

411支部

例外・・東京局（東京税理士会、東京地方税理士会、千葉県税理士会）

名古屋局（名古屋税理士会、東海税理士会）

【税理士会支部】

原則・・ 1署につき l支部

例外・・甲府支部（甲府署、山梨署、鰍沢署の3署にまたがる） （東京局の場合）



三
税理士の数

32,158名で、全国81,696名の約4割を占めています。

左の内訳

税理士会名
/、‘:g~ 9. ::}: v : ~ 

602-200-120922 
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10税理士の登録区分
I 税理士の登録には、次の3つの区分があり、登錬グの際には、
いずれかの区分を選択する必要があります。

開業税理士I
： ← 

； 義務

： 
； てきない

自己の税理士事務所 l勤務する税理士
： （法人）事務所
；使用者てある税理士

i （法人）から書面ての
i承諾を得れば可能：

； 上記と同じく、 i 
i 承諾を得れば可能 i 

義務 i 義務 ； 義務
--------------,. ---------------:---------------

作成した申告書への署名Ioo税理士事務所 ； △△税理士（法人）事務所； □口税理士法人
税理士 l 所属税理士 i 社員税理士
国税太郎 ： 国税次郎 ； 国税サブロウ

区分

項目

税理士会への入会

自己の税理士事務所の設置

ィ 口

義~務

義務

所属税理士 Iヽ 社員税理士

登録事務所の所在地

義務

てきない

社員となる税理士

法人事務所

個人としての税理士業務 受託てきる 受託てきない

ヨ税務代理権限証書の提出 てきる てきない

~ヤ", ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 



0税理士の業務（法第2条）
l 税理士業務とは

税理士等は、他人の求めに応じ、租税に関し、

イ 「税務代理」

ロ 「税務書類の作成」

ハ 「税務相談」

の事務を行うことを業としており、これらの業務を「税理士業務」

といいます。税理士業務は、税理士等の独ツ占業務とされています。

基本通達2-1) 

「税理士業務」とは、上記の事務を行うことを「業とする」場合の当該事務をいい、

この場合において「業とする」とは、これらの事務を反復継続して行い、又は反復継続
音甲七十ーテ4==→し如ヽ1 ・ヽ↑ヽ -::f-'1 r_ -=匹マd="Z→ 13・==1 -.LL 9 r 



ィ
り
~
~
：
；
~ 税務代理

税務官公署に対する租税に関する法令若しくは行政不服審査

の規定に基づく申告、申請、請求若しくは不服申立てにつき、又t

は当該申告等若しくは税務官公署の調査若しくは処分に関し税務

官公署に対してする主張等につき、代理し、又は代行することを

いいます。

「申告等」には、租税に関する法令又は行政不服審査法の規定に

基づく届出、報告、申出、申立てその他これらに準ずる行為を含み、

酒税法第二章の規定に係る申告、申請及び審査請求を除きます。

（基本通達2-3) 
（主張の前提となる）更正決定通知書等の書類の受領行為や、分納、納税の
1し猶予等の陳述を含みます。

心ヽ•ヽ ・←・,_,,_,ヽ•小9』~



ロ 税務書類の作成

税務書類の作成とは、税務官公署に対する申告等に係る申告霞

申請書、請求書、不服申立書その他租税に関する法令の規定に基

づき、作成し、かつ、税務官公署に提出する書類て‘財務省令て定

めるものを作成することをいいます。

（基本通達2-5) 
「作成する」とは、自己の判断に基づいて作成することをいい、単なる代書は含まれません。

※「自己の判断に基づいて」とは、例えば税額控除の適用や交際費等の該当性など
について判断することをいいます。

ー～ー、＂＂江~ ~ ~ "’99 



ハ税務相談

税務官公署に対する申告等、税務官公署に対してする‘`

くは陳述又は申告書等の作成に関し、租税の課税標準等の計算に

関する事項について相談に応ずることをいいます。

（基本通達2-6) 

「相談に応ずる」とは、具体的な質問に対して答弁し、指示し又は意見を表明することをいい、

一般的な租税法の解説、講習会等の仮定の事例に基づく税額の計算練習は含まれません。

0 個別・具体的な相談 ⇒ 該当

（例） 当社の車両 (10 0万円）の減価償却費はいくらですか？

0一般的な相談 ⇒非該当

（例） 車両の法定耐用年数は何年ですか？

”~ ~ ~ L 、~ ~ 



2 付随業務

税理士等は、税理士業務のほか、税理士の名称を用い

他人の求めに応じ、税理士業務に付随して、

① 「財務書類の作成」

② 「会計帳簿の記帳代行」

③ 「その他財務に関する事務」

を業として行うことがて‘きます。

^

s

-

⇒その他財務に関する事務としては、税理士業務に付随して行われる

一部の社会保険労務士業務があります。

⇒ 会計業務であっても財務諸表の監査、証明など他の法律で制限され

ている事項は行うことができません。

0
貞

~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ぶ＇~匹』・



II 税理士の権利・義務

l 税理士の権利

〇 調査の通知（法第34条） 倅ベ心ち心い、一＜^ ヽヽ ＇，麟譴饂凶訊似、し 1e:』ヽ亡 応ぶ久」＜

（調査の通知）

納税者に対し事前通知をした上て調査に着手する場合て＼法第30条に
規定する拿面（税務代理権限証書）を提出している税理士があるときは、

納税者に対する通知と併せて、その税理士に対しても調査の通知をしな

ければならない。

※法第30条の規定による書面＝税務代理権限証書（令和6年4月以降様式変更）

事前通知に関する規定（国税通則法）

納税義務者について税務代理人が複数ある場合で、税務代理権限証書に代表する
税務代理人の定めがあるときには、これらの税務代理人への事前通知は、当該代表す
る税務代理人に対して行えば足りる。



〇 書面添付制度

イ 計算事項、審査事項等を記載した書面の添付（法第33条の2)

（令和6年4月以降様式追加・変更）

申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事

項や、申告書に関し審査した事項及びその申告書が法令に従っ

て作成されている旨を記載した書面を添付することがて‘きます。

畢
ロ 意見の聴取（法第35条）

書面添付があり、事前通知による調査を予定している場合て‘、

税務代理権限証書を提出している税理士があるときは、

事前通知をする前に、税務代理権限証書を提出している税理士に
対し、意見を述べる機会を与えなければなりません。



2 税理士の義務（例示）

・税理士の業務における電磁的方法の利用等を通じた納税義務者の利便
の向上等（法2条の3)＜＜努力義務＞＞
・税務代理の権限の明示（法第30条）
・税理士証票の提示（法第32条）
・署名の義務（法第33条）
・脱税相談等の禁止（法第36条） よ蒻虚辻ぁ

・信用失墜行為の禁止（法第37条）
・非税理士に対する名義貸しの禁止（法第37条の2)
・秘密を守る義務（法第38条）
・会則を守る義務（法第3q条）
・研修（法第3q条の2)＜＜努力義務＞＞
・事務所の設置（法第40条）
・帳簿作成の義務（法第41条）
・使用人等に対する監督義務（法第41条の2)I 
・助言義務（法第41条の3)
・業務の制限（法第42条） ＜＜国税又は地方税職員出身者のみ＞＞



《解説》

税理士法第2条の3 「税理士の業務における電磁的方法の利用等
を通じた納税義務者の利便の向上等」規定の背景等

十社会的な背景
／ 

‘‘’ ・経済社会のICT化の進展 ・デジタル社会形成基本法

＇業環即壊翫の覧電や子納化税が；‘ ヽ＇~／いI1嘉顧rC,~ 問"先該の援?~ :べ4‘ 9 ヽ~：／デぶ事`~ジベ・~タ業</:;紐7釦、/‘・「：~ ;~ 積蝉•も~~ふ極~：^J的釦“丸な、直｛'勺し令ウ`  直ぃ認さ•：•m地記方~、公ヽの~一~共／心協や団ガ~ 体~＇の／~ら9 
： 

,J税理士会¢汲森心-----------------------------
＇ 社会的な背景に対応しつつ、税務の専門家としての使命を果たすため、業務の ICT : 

"ヒの推進により納税者利便の向上を図り、業務の改善進歩に努める。 I 

＇ 
⇒ 税理士が目指すべき方向性を明確にするため、税理士会自ら、業務の ICT化を＇
, 「努力義務」として法令に規定することを要望し実現！- __. _______ : 
1参考】税理士業務のICT化推進を通じた納税義務者の利便性向上 「霞手` ー`一ーーらぷ―ー一面享卓函
： ・行政対応のデジタ）Uヒの推進 ＇ ・納税 ： 

i ⇒ 電子申告・納税の推進などのペーパーレス化による迅速化・効率化 ；`＊胃:}!: ？□璽！
：・納税者（依頼者）対応のデジタ）園の推進 9こに］心＇

［こ：：塁；、：竺晶：：相談等の非対面化による業務の譴化・効率化 四］ 匿l-,;l
9 ⇒ ウェプ・クラウド等を活用したテレワークなどの働き方の多様化への対応

し-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------'※ 法2条の3は努力義務であるため、例えば、 e-Taxを利用していない＝規定に従っていない
として税理士に対して行政指導等を行うことはありません！



m 税理士業務の適正な運営の確保
0 国税庁の取組

l 税理士会等との連絡協調

・連絡協議会等を定例的に開催

・税理士会等が開催する研修会等の講師派遣 など

2 税理士等に対する指導監督

・税理士等による違反行為の未然防止

・税理士等情報せんの的確な収集・管理及び効果的な活用

・実態確認の計画的かつ的確な実施



IV税理士法違反者に対する調査

l 税理士法上の調査

税理士等に関する情報等から税理士法違反行為がある

と認められる場合に、税理士事務担当者が、懲戒処分を

視野に入れ税理士法上の調査を実施します。

【税理士事務担当者】

国税局税理士専門官及び総務課税理士係

する情報を把握したら、
「税理士等情報せん」を
作成してください。

さんが作成した「税理士等
情報せん」を端緒に、税理
士等を調査します。

理士法違
行為が認められた掲合には懲
戒処分又は署長名による行政
指導を行います。



2 税理士等に対する懲戒処分

【懲戒処分の種類】

(I) 戒告

(2) 2年以内の税理士業務の停止

(3) 税理士業務の禁止

3 税理士等に関する情報等

・課税調査、滞納整理



v 税理士法違反行為と収集するべき情報
l 税理士等の非行

【主な税理士法違反行為とは】

(I) 脱税相談・不真正税務書類の作成

(2) 信用失墜行為

・自己脱税

・多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ

・調査妨害



(I) 脱税相談・不真正税務書類の作成

【脱税相談等の禁止】
不正に国税、地方税について賦課若
しくは徴収を免れ、又は不正に還付
を受けることにつき、
①指示、②相談、③その他これらに
類似する行為
をしてはならない。

税理士先生！
税金、何とか安く
できないかね！

おっ、
イイね！

税理士

【不真正税務書類の作成】
税理士が、故意に又は相当の注意を怠
り真正の事実に反して税務書類を作成
すること。
①「故意」とは、事実に反し又は反す
るおそれがあると認識して行うことを
いう。
②「相当の注意を怠り」とは、職業専
門家としての知識経験に基づき通常そ
の結果の発生を予見し得るにもかかわ，
らず、予見し得なかったものをいう。

それでは、架空の外注費を
どうでしょう？
は私が行い



(2)信用失墜行為
【自己脱税】とは

自己又は自己が代表者等てある法人の申告について、重加算税

の対象とされる不正所得金額等があることをいう。

調査担当者 あなた（税理士）の
申告について調査し
た結果、収入除外が
見つかりました！

老後の蓄えに収入の
一部を、妻の口座に
振り込ませて隠した
ぞ。

＇ 



【多額かつ反職業倫理的な申告漏れ】とは

自己又は自己が代表者等てある法人の申告について、申告漏れ

所得金額等が多額て‘、かつ、その内容が税理士としての職業倫理

に著しく反するようなものをいう。

先生！
あなたの税理土
法人ですが、
5年間も無申告
ですよ！

調査担当者

つ、つい、関与先
を優先して、私の
税理土法人の申告
を後回しにしてし
まいました・...

税理士



【調査妨害】とは

税務代理をする場合において、正当な理由なく税務職員の調査

を妨げる行為をすることをいう。

妨害行為の「回数」と「程度」に応じて、 2年以内の税理士業

務の停止又は税理士業務の禁止となる。

お前はバカだ！ ！ 

調査能力がない！ ！ 

詞査担当者 税理士



*HQW TQ こんな時どうする？！

一
不答 弁・質問に対して不答弁
:',‘’  

・受忍義務（注4)を確実に説明した上で改めて調査等への理解と協力
を要請

・ボJ‘口jj/•J.早―IX、四61、 VJ1二＝ ・受忍義務（注4)を確実に説明した上で、改めて調査等への理解と協力
＇を要請

一-~---・・一、•. ーーは納税者に―--・・・.-
--←ツ、9~』←‘“‘9• 一ー、ー・一99U 一9ー一ー てもらう旨を伝えることも検討）

限定された調査時間•場所では、必要な調査が行えない旨を伝える。



＊調査妨害の立証に向けて

:‘ 〉、

⑥
 で ＂，▼ ＼‘  

（注）1 令和5年7月4日付東局総ー総2-15ほか9課合同「検査忌避等事案調査票」の提出等について（指示）を参照。
2 全ての類型において、税理士の言動を正当化されないよう、その場で必ず指摘・抗議する。
3 「緊急対応マニュアル」「公務執行妨害への対応マニュアル」を参照
4 質問検査の相手方はこれを受忍すべき義務を一般的に負うと解されている（最高裁昭和48年7月10日決定）。
5 調査妨害があった場合は、できる限り担当者の主観を排除した客観的事実を詳細（「具体的な発言・行為」、
「当該行為の回数」、「程度」）に記録（例えば「応答形式」にするなど）することで、立証のための有利な証拠となる。・
※特に調査妨害行為部分は「調査報告書」として作成することが望ましい。 • 



(3)名義貸し

【名義貸し】とは

税理士等が、税理士等でない者（にせ税理士）に対し、

有償又は無償にかかわらず自己の名義を利用させること

をいう。

サインするだけで収入アップ！ ！ 
持つべきものは、資格ですな一

Bさんって、費用も安くて良いなぁ。
でも、 A先生って誰なんだろう？ お客様は神様です。私におまか

せいただければ、とんな申告書
でも作成しますよ～
ヽ I

B (1迄税理士）
駕.̀.....-



【調査時に名義貸し（にせ税理士）を把握した事例】

税理士本人ではなく、事務所事務員若しくは経営コンサルタント

を名乗る者の調査立会い（税務代理）の申し出があった。

B先生
よろしく
お願いし
ますね！

税理士証票をお持ちですか？
税理士等でない者は、税務代
理を行うことはできません。

【調査担当者が留意すべき事項】

経理代行のBです。
先生は多忙なので私が立ち会います。
社長さんのことは、
良く知ってますので・・

B （にせ税理士）



【郵便作業て名義貸し（にせ税理士）を把握した事例】

郵送された申告書の差出人、あるいは申告書控えの返送先が申告書

に署名した税理士宛てではなかった。

税務署

D先生！ ！ 
私の作成した株式会社X
の申告書にサインをお願
いします。

（株）X I返信用
申告書

c
宛

あれ？
返送先が署名している
税理士宛じゃないぞ。

OK! 署名し
たので、提出

D税理士＼ はCさんが
やってね。

C （にせ税理士）

税務署文書担当者

【担当者が留意すべき事項】

返送先が本人や税理士ではない場合は、納税者本人に返送先との関係
を確言忍するなどの方法で返送先の身分確認を行った記録等を保全する。



(4)使用人等に対する監督義務違反

【使用人等に対する監督義務違反】とは

使用人等が、不正行為等を行った場合に、その一因が、税理士の使用

人等に対する監督が適切てなかったことにあると認められる場合てす。
その頃、東京税理士の事務所では・・・

長い付き合いなんだから、
先生に内緒で、俺の所得税
の申告書を作成してよ！御
礼はするからさ！！

は
1
・

に
よ

。
生
す

だ
先
で

し

京

緒

町

ま

東

内

楽

り

、

に

有

か
も
対

分

で

絶

人
用

ム
ー
ー
使

事

e
5
,

商田神悌

有楽町くんは優秀だし、
任せておけば大丈夫！！

【さらに、、このような場合は】
税理士事務所の使用人等が、
•関与先から預かった納税資金を着服
•関与先の不正計算に加担又は不正計算を認識
⇒使用者税理士が使用人等の不正計算への関与を「認識」していた場合、又は
認識できなかったことについて「相当の責任」があると認められる場合は、
使用者税理士本人が法45久該当として懲戒処分されることとなります。





―'  



女税理士等情報せんの流れ
税理士業務の適正な運営の確保のためには「情報」が重要となりますのて‘、
税理士法違反が疑われる状況を把握した場合は、 「税理士等情報せん」の作成
をお願いします。

r----------------------------------------------------------------------------------------------: 
＇把握しだ清報を担当統括官等に報告の上、 i 

「税理土等情報せん」を作成

※作成に当たっては、税理士事務担当者に相談 i 
'-------------- --------- -------------- -------------- --------------------

署長（局内：課長・統括官等）まで決裁を

了した



＊税理士法上の調査によって、どれだけの税理士が懲戒処分を受
けているか御存知て1しょうか。
次の表が全国の懲戒処分件数て吋す。詳しい情報は国税庁HPに掲
載しているのて＼要チェック！

なお、件数は公表していませんが、 「ニセ税理士」に対しても

厳正に対応しており、捜査機関に対して告発を行っています！



お疲れ様て‘した。
テストに進んてさください。



確認テスト

問題1

税理士となる資格を有していれば、いつでも、税理士業務を行うことができる。

問題2

税理士業務とは①税務代理②税務書類の作成③税務相談を業として行うことをいうが、②税務書類

の作成の「作成する」とは、自己の判断に基づいて作成しない、単なる代書も含まれる。

問題3

税理士でない経営コンサルタントが作成した申告書に税理士が署名を行って提出した場合でも、内

容を確認していれば問題はない。

間題4

税理士は、税務代理を行う場合において、税務官公署職員と面接するときは、税理士証票を提示し

なければならない。

問題5

実地調査当 Hに、経営コンサルタントを名乗る者の調査立会い（税務代理）の申し出があったが、

税理士証票の提示を求めたところ、税理士ではないと判明したため立会いを拒否した。

間題6

事前通知による調査を予定している納税者の申告書に税理士法第 33条の2に規定されている書面

が添付されていたが、税務代理権限証書を提出している税理士に対し、事前通知前に意見を述べる

機会を与えなかった。

問題7

税理士事務所の事務員が行った不正加担については、税理士がその責任を間われることはない。

問題8

課税調査事案の着手に当たり、関与税理士は、電話への応答がないこと、返信依頼にも応じないこ

と、さらには一方的に電話を切ることなどにより、長時間着手できていない状況であった。また、



調査着手後においても、同様の対応が行われており、著しく調杢期間が長期化している。これらの

日々の具体的なやり取りについて、'’’’-調査経過記録書

に保存している。 ＇ 

間題9

課税調査事案の過程において、関与税理士は、調査担当者に対して「お前はバカだ」、「調査能力が

ない」などといった暴言を吐いたため、調査担当者は「あなたは今私にバカなどと暴言ととれる発

言をしましたね。これは調査妨害に当たります。」と指摘した。また、代表者への質問に対して「社

長は答える必要はない。」などと答弁させない行為を行ったため、「調査において私が必要であると

判断した質問に対して答弁を阻むことは調査妨害に当たると考えます。」と指摘した。これらの事

象については、いずれも「調査報告書」に詳細なやり取りを記録した。

問題10

税務職員が離職後、税理士となった場合には、一定の期間、税理士業務に制限が加えられる。



確認テスト

問題1

税理士となる資格を有していれば、いつでも、税理士業務を行うことができるQ

正解

解答 x 

解説

税理士業務を行うには、 H本税理士会連合会に備えられている「税理士名簿」に、氏名、生年月日、

事務所の名称及び所在地その他の事項の登録を受けなければならない。

【参考法令等】

税理士法第 18条（登録）、第 19条（税理士名簿）

問題2

税理士業務とは①税務代理②税務書類の作成③税務相談を業として行うことをいうが、②税務書類

の作成の「作成する」とは、自己の判断に基づいて作成しない、単なる代書も含まれる。

正解

解答 x 

解説

税務書類の作成の「作成する」とは、自己の判断に基づいて作成することをいい、単なる代書は含

まれないこととされている。

【参考法令等】

税理士法第2条（税理士の業務）、税理士法基本通達2-5 （税務書類の作成）

問題3

税理士でない経営コンサルタントが作成した申告書に税理士が署名を行って提出した場合でも、内

容を確認していれば問題はない。

正解

解答 x 

解説

税理士等でない者が確定申告書の作成などといった税理士業務を行うことは、いわゆる「にせ税理

士行為」として税理士法第52条違反に該当するほか、署名した税理士は、「名義貸し」として税理

士法第 37条の 2違反及び「その他反職業倫理行為違反」として税理士法第 37条違反に該当する。



一方で、税理士が申告書を作成したものの、署名を行わなかった場合は、税理士法第 33条「署名

義務」違反に該当する。

［参考法令等】

税理士法第2条（税理士の業務）、第 33条（署名の義務）、第 37条（信用失墜行為の禁止）、第

37条の2 （非税理士に対する名義貸しの禁止）、第52条（税理士業務の制限）

問題4

税理士は、税務代理を行う場合において、税務官公署職員と面接するときは、税理士証票を提示し

なければならない。

正解

解答 〇

解説

税理士は、権限のある税務職員と面接し、代理事務について法律行為（意思表示）をするとき、そ

の職員の求めがなくても、税理士の身分を示す税理士証票を提示しなければならない。

したがって、税務代理をする場合において、税理士証票の提示をしないで税務官公署の職員と面接

するのは、税理士法第32条違反に該当する。

【参考法令等】

税理士法第 32条（税理士証票の提示）

問題5

実地調査当日に、経営コンサルタントを名乗る者の調査立会い（税務代理）の申し出があったが、

税理士証票の提示を求めたところ、税理士でないと判明したため立会いを拒否した。

正解

解答 〇

解説

税理士業務は税理士の独占業務であるため、税理士又は税理士法人でない者は、税理士業務を行っ

てはならない。

但し、税理士法第50条から第51条の2に定める場合を除く。

【参考法令等】

税理士法第 50条（臨時の税務書類の作成等）、第 51条（税理士業務を行う弁護士等）、第51条

の2 （行政書士等が行う税務書類の作成、第52条（税理士業務の制限）



問題6

事前通知による調査を予定している納税者の申告書に税理士法第 33条の2に規定されている書面

が添付されていたが、税務代理権限証書を提出している税理士に対し、事前通知前に意見を述べる

機会を与えなかった。

正解

解答 x 

解説

税理士法第 33条の2第1項又は第2項の規定に基づく書面が添付されている申告書を提出した者

について、その申告書に係る租税に関しあらかじめその者に日時場所を通知してその帳簿書類を調

査する場合に、税理士法第 30条の規定による税務代理権限証書を提出している税理士があるとき

は、その通知をする前に、その税理士に対し、その添付した書面に記載された事項に関し意見を述

べる機会を与えなければならない。

【参考法令等】

税理士法第 30条（税務代理の権限の明示）、第 33条の2 （計算事項、審査事項等を記載した書

面の添付）、第34条（調査の通知）、第35条（意見の聴取）

間題7

税理士事務所の使用人が行った不正加担については、税理士がその責任を問われることはない。

正解

解答 x 

解説

税理士の使用人等が、不正行為を行った場合に、使用者である税理士がその不正行為を「認識」し

ていた場合は、税理士がその不正行為を行ったものとして、税理士法第 45条第1項に該当し懲戒

処分される。また、その不正行為を認識できなかった場合でも、認識できなかったことについて「相

当の責任」があると認められる場合は、税理士が過失によりその不正行為を行ったものとして、税

理士法第45条第2項に該当し懲戒処分される。

なお、上記以外の場合でも、使用人等が不正行為を行ったことについて使用者である税理士の使用

人等に対する監督が適切でなかったと認められる場合には、税理士法第 41条の2に該当し、監督

責任を問われることになる。

【参考法令等】

税理士法第45条（脱税相談等をした場合の懲戒）、第41条の2 （使用人等に対する監督義務）、税

理士等・税理士法人に対する懲戒処分等の考え方（平成20年3月31日財務省告示第 104号）



問題8

課税調査事案の着手に当たり、関与税理士は、電話への応答がないこと、返信依頼にも応じないこ

と、さらには一方的に電話を切ることなどにより、長期間着手できていない状況であった。また、

調査着手後においても、同様の対応が行われており、著しく調査期間が長期化している。これらの

日々の具体的なやり取りについて、一、、調査経過記録書

に保存している。

正解

解答〇

解説

正当な理由もなくいたずらに調査を引き延ばす行為は、調査妨害として税理士法第 37条（信用失

墜行為の禁止）違反となる可能性がある。調査妨害に係る税理士法違反行為の認定に当たっては、

行為の「回数」と「程度」の証拠化が重要となるため、税理士とのやり取りを柩力詳細に調査経過

記録書へ記録した上で、税理士等情報せんを作成する。また、税理士に対しては、当局からの連絡

に応じない理由を求め、正当な理由が認められない場合は「調査妨害に当たる可能性があります。」

と指摘して、調査協力を求めていく必要がある。

【参考法令等】

税理士法第 37条（信用失墜行為の禁止）、『関係各部課及び税務署から税理士監理官への情報提

供要領』の制定について（事務運営指針）

問題9

課税調査事案の過程において、関与税理士は、調査担当者に対して「お前はバカだ」、「調査能力が

ない」などといった暴言を吐いたため、調査担当者は「あなたは今私にバカなどと暴言ととれる発

言をしましたね。これは調査妨害に当たります。」と指摘した。また、代表者への質問に対して「社

長は答える必要はない。」などと答弁させない行為を行ったため、「調査において私が必要であると

判断した質問に対して答弁を阻むことは調査妨害に当たると考えます。」と指摘した。これらの事

象については、いずれも「調査報告書」に詳細なやり取りを記録した。

正解

解答 〇

解説

税理士による暴言や不答弁といった行為は、調査妨害として税理士法第 37条（信用失墜行為の禁

止）違反となる可能性がある。調査妨害に係る税理士法違反行為の認定に当たっては、行為の「回

数」と「程度」の証拠化が重要となるが、-違反行為に係る具体的な内容（応答形式が望ましい）を「調査報告書」

に記録し、税理士等情報せんを作成する。

【参考法令等】



税理士法第 37条（信用失墜行為の禁止）、『関係各部課及び税務署から税理士監理官への情報提

供要領』の制定について（事務運営指針）

問題10

税務職員が離職後、税理士となった場合には、一定の期間、税理士業務に制限が加えられる。

正解

解答 〇

解説

税務職員を退職して税理士となった者は、離職後 1年間は、その離職前1年以内に占めていた職の

所掌に属するべき事件について税理士業務を行うことはできない。なお、「事件」｀とは、特定の調

査、徴収、審理事務等を実施する、又は実施するか否かといった選定に係る判断、指示、決定等を

行う対象となりうる納税者に係る案件をいう。

【参考法令等】

税理士法第42条（業務の制限）


